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求められる開発・生産・販売の統合管理

近年、新興国中間層の市場拡大に伴って、

日本の製造業はグローバル戦略の転換を迫ら

れている。この転換のなかで、単純に生産拠

点を海外展開する時代は終わりを迎え、全世

界に分散する開発・生産・販売拠点を有効に

結び付けて市場のニーズに機敏に対応するこ

とが求められてきている。そこでは、開発・

生産・販売の業務機能を世界的に連携させて

全体最適を実現する仕組みづくり、すなわち

グローバルネットワークの高度化が重要な課

題となる。

まず、開発・生産・販売の業務全体を、（1）

新製品を企画・設計・開発し生産準備につな

げるオペレーションと、（2）開発した製品を

生産して市場に供給するオペレーションに分

け、それぞれにどのような対応が求められる

のかを見ておこう（図 1参照）。

（1）製品開発オペレーション

先進国の多様化するユーザーニーズに応え

るために、引き続き開発期間の短期化に対応

する一方で、新興国向けには低価格実現のた

め開発段階からコスト削減の工夫が必要にな

る。また、各国の市場ニーズを取り込むため

に開発拠点の現地化も進展するだろう。

こうした状況では、海外の子会社や関連会

社、サプライヤーの設計部門まで巻き込んだ

製品設計や、製品設計部門と工程設計部門の

連携の強化がこれまで以上に重要になる。そ

のため、部門、拠点、組織を横断して開発プ

ロジェクトを統合的に管理し、製品のQCD

（品質、コスト、納期）目標を達成するための

ネットワークを構築する必要がある。

また、開発拠点の現地化が進むと、従来の

ように日本で設計したモデルを北米や欧州向

けにカスタマイズするだけではなく、例えば

中国やインドで設計した新興国向けのモデル

を東南アジア諸国の開発部門がローカライズ

したり、海外で設計した低価格製品を日本に

逆輸入したりするケースも想定される。この

ように開発拠点が世界中に分散し、製品が複

数の工場で生産されるようになると、開発と

生産の連携がより重要性を増す。

（2）生産・供給オペレーション

生産・供給では、グローバルな調達・生

産・販売・サービス機能の連携が従来以上に

重要になる。部品メーカーは、自社の地理的

な条件にかかわらず、顧客であるグローバル

製造業企業から世界中で同一の対応を求めら

グローバルオペレーションの再設計
―開発・生産・販売を支える拠点間業務の高度化―

近年、新興国を中心とした市場の拡大に対応するために、グローバルに事業展開する日本の

製造業各社は、開発・生産・販売のネットワークを拡大してきた。しかし、そのなかで拠点間

の連携に課題を抱える企業が少なくない。本稿では、こうした課題の原因を考察するとともに、

グローバルネットワークの高度化を目指した改革の方向性について提言する。

特　集　［グローバル製造業のサプライチェーンマネジメント］
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れる。最終製品メーカーも、これまで以上に

各市場の要求に応じたQCDの確保が必要にな

る。そのためには、コストと納期のバランス

を考慮した上で、最適な場所から資源（部

品・原材料、機械設備、労働力など）を調達

して最適な場所で生産する“最適地調達・生

産”と、多くの物量に対応できる販売ネット

ワークの構築が必要となる。そこで重要にな

るのが、グローバルな需給調整と、その前提

となる生産・販売・在庫の情報（PSI情報）を

可視化する仕組みである。

グローバルな拠点間連携の課題

上述のように、従来の先進国市場に加え、

新興国まで含めた巨大市場に対応していくた

めには、開発・生産・販売の統合グローバル

ネットワークの構築が重要になる。しかし、

日本の製造業の海外拠点は、その成り立ちや

自律的な発展の歴史、エリア統括組織の未整

備、組織間の壁など、さまざまな理由で分断

されており、開発と生産、生産と販売のいず

れの拠点間連携においても改善の余地がある

ケースが少なくない。

（1）製品開発における拠点間連携の課題

製品開発に関する課題は、組織横断的な開

発工程の管理と、開発と生産の拠点間におけ

る部品表連携が不十分なことである。

組織横断的な開発は、従来からCAD/CAE
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図１　グローバル拠点間連携の課題と改革の枠組み 
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（コンピュータを利用した設計／開発）による

設計情報の電子化と情報共有によって、各種

設計工程を同時並行的に進めるコンカレント

エンジニアリングといった形で行われてきた。

それによって開発の高速化や顧客ニーズの多

様化への対応は図られているが、開発の過度

の高速化が、設計ミスや試験・評価での課題

漏れを誘発し、量産初期の品質不良や原価上

昇を招くケースも出てきた。こうした弊害は、

開発作業の高速化に開発工程管理が追い付か

ず、管理レベルが低下したことが原因の 1つ

と考えられる。

部品表（BOM）連携に関しては、日本の設

計部門における設計変更情報が海外の工場と

共有されないまま生産に入ってしまうといっ

た問題が出ている。その結果、在庫管理や発

注計算の信頼性が低下し、原価差異の分析も

ままならないケースがある。これは、日本の

設計部門の設計部品表（E-BOM）と海外工場

の製造部品表（M-BOM）を同期化する仕組

みがないために、人手による設計変更情報の

入力でミスや漏れが生じていることに原因が

ある。

（2）生産・供給における拠点間連携の課題

生産・供給に関する課題は、グローバルな

拠点間需給調整を支える仕組みがなく、連携

業務が属人化していることである。そのため

に、「グローバルでの在庫が見えない」「在庫

が見えても受注を一元的に管理して拠点横断

的に引き当てられない」「内示や受注に応じて

生産計画を柔軟に変更できない」といった状

況のなかで、欠品や過剰在庫などさまざまな

ロスが発生している。さらに、仮に拠点横断

的に在庫を引き当てられたとしても、コスト

や価格の地域間差異が分からないために、原

価割れの価格で販売してしまいロスが生じる

ケースも少なくない。

実際、NRIのヒアリングでも、生産現場か

らは「生産拠点が増えるたびに全体の在庫が

見えなくなる」「中国での受注キャンセルを

知らずに東南アジアの工場が生産を続けてし

まった」「内示があってから 2、3日かけて

生産計画調整をしている間に内示の内容が変

更されてしまう」「同一の製品を販売する場

合でも拠点によりコストや適正価格が異な

り、販売価格を誤ると原価割れを起こす」と

いった声が聞かれる。

こうした課題の背景には、各拠点が統一的

にマスターデータを管理できる運用になって

おらず、拠点間需給調整の前提となる各拠点

のPSI情報を横断的に把握できないという状

況がある。同一の部品・製品でも拠点によっ

て異なる品番を付与する場合があり、全拠点

で当該品番の在庫がいくつあるか把握できず、

拠点間で在庫を融通するといった連携が難し

くなっている。

情報システムと組織・ルールの両方に課題

以上のように、製品開発と生産・供給の両

面でさまざまな課題が顕在化しているが、そ

特　集特　集
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の根本原因は現行の情報システムや組織・ル

ールが、グローバルオペレーションを支える

ようにあらかじめ設計されていない点にある。

これは、海外進出では展開スピードを重視し、

初期投資を最低限の環境構築にとどめざるを

得ず、情報システムや組織・ルールを十分に

設計・整備できなかったためであろう。

例えば、海外拠点の立ち上げ時には工場長

や生産技術、工務といった“ものづくり”の

ための要員を優先的に配置し、IT部門は二の

次というケースが少なくなかった。そのため、

拠点システムは財務系ERP（基幹業務システ

ム）パッケージによって“金額ベース”の可

視化を実現した程度にとどまり、グローバル

オペレーションの要となる“数量ベース”の

可視化にまでは至っていないケースが多い。

企業によって「そもそも基幹系システムが

ない」「基幹系システムがあっても拠点ごとに

種類が違ってデータ連携が難しい」「基幹系シ

ステムはグローバルに統一されているがマス

ターデータが同期化されておらずPSI情報が

見えない」「PSI情報が見えても需給調整の仕

組みがない」など、その程度はさまざまであ

るが、総じて海外拠点の現行システムはグロ

ーバルオペレーションの課題解決にはつなが

っていない。開発プロジェクトの統合的な管

理や、部品表の同期化による開発から生産へ

の設計情報の連携、グローバルな需給調整や

その前提となるPSI情報の管理など、拠点間

業務の多くは属人的作業に支えられているの

が現状である。

組織・ルール面では、現行の管理会計ルー

ルが拠点間連携を妨げているケースが見られ

る。例えば、自拠点の収益を優先するあまり、

欠品を起こしそうな他拠点への在庫の融通を

避けてしまうなど、各拠点が部分最適に陥っ

てしまうケースが少なくない。また、拠点展

開当初は本社から生産管理などの要員を派遣

して現場の教育を行うものの、それらの要員

が引き揚げた後は拠点が独自の道を歩み、よ

く言えば自律的、悪く言えばバラバラになり、

業務、ITの両面で本社からのガバナンスが効

かなくなっている企業も散見される。

“プラグインポートフォリオ”型アプローチ

まず、情報システム面での改革の方向性に

ついて考えてみよう。

従来、拠点間連携の仕組みの実現方法とし

ては、全拠点の業務を標準化して同一の基幹

系システムで統合するという“標準化＆ロー

ルアウト”型のアプローチが多く見られた。

しかしこのアプローチは、理屈としては正し

いとしても、プロジェクトの規模が大きくな

るリスクや、既存の使い慣れた拠点システム

が無駄になるといった問題がある。また、拠

点の新設やM&A（合併・買収）に伴う拠点

統廃合などに対して柔軟性に欠けることもあ

って、実際には実現困難であるか、または有

効に機能しない場合が多い。

拠点間連携の仕組みは、現行の拠点内業務
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を急激に変えることなく、かつ拠点の既存IT

資産を継続して活用できることが望ましい。

そこでNRIは、“プラグインポートフォリ

オ”型のアプローチによる拠点間連携ソリュ

ーションを提供している。これは、拠点によ

って異なるERPなどの既存システムをそのま

ま活用する分散型オペレーションを前提に、

拠点間のシステムの違いを吸収するプラット

フォームとして「MDM（マスターデータ管

理）基盤」を構築し、この基盤上で、製品開

発に関する「グローバルEPM（開発プロジェ

クト管理）」と、生産・供給に関する「グロー

バルSCI（サプライチェーン統合）」という 2

つのサービスを提供するものである（図 2参

照）。

各拠点で業務プロセスを急に変更する必要

はなく、既存のIT資産を有効に活用でき、ま

た新拠点展開や拠点統廃合における柔軟性も

高いといったメリットがある。

（1）MDM基盤

MDM基盤には、開発－生産連携のための

「部品表同期化」と、生産－販売連携のための

「マスターデータ（品目・顧客コード・取引先

コードなど）同期化」が含まれる。

「部品表同期化」では、E-BOMとM-BOM

をグローバルに連携させ、開発－生産拠点間

特　集特　集

図２　グローバル拠点間連携のためのNRIのソリューション 
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のコミュニケーション手段を得る。「マスタ

ーデータ同期化」では、グローバルでの品番

の統一と維持管理によってPSI情報を可視化

し、拠点間需給調整を可能にする。従来のア

プローチでは、全拠点のERPを統合すること

でMDMを実現しようとしていたが、本ソリ

ューションではデータの管理をERPと分離す

ることによって、拠点内のERPの種類によら

ずMDMを実現している。

（2）グローバルEPMサービス

製品開発における拠点間連携には、PDM

（製品データ管理）やPLM（製品ライフサイ

クル管理）によって設計開発データを管理し、

さらに、拠点や組織を越えて開発プロジェク

トの工程を統合的に管理する必要がある。そ

のための仕組みを提供するのが「グローバル

EPMサービス」である。

（3）グローバルSCIサービス

拠点間需給調整を実現するためには、マス

ターデータの同期化のほかに、拠点横断的に

受注を集中管理し、全社統一の基準で受注可

否を判断し、最適な拠点の在庫を引き当て、

必要に応じて生産計画の調整を行って顧客の

要求に効率的かつ迅速に応え、さらに低コス

トを実現するために最適地から資源を調達す

るための発注管理までを行う仕組みが必要で

ある。

「グローバルSCIサービスは」、予測や内示

に基づいて拠点横断的に生産計画を作成・調

整するグローバルSCP（サプライチェーン計

画）と、顧客からのオーダーに基づいて拠点

横断的に在庫を引き当てるグローバルオーダ

ー管理の仕組みを提供する。

（4）クラウド型ERPサービス

NRIでは以上の 3つのソリューションに加

えて、拠点内の業務改善のためにERPを導入

したい企業向けに、共同利用型の「クラウド

型ERPサービス」を提供している（P.14「グ

ローバル製造業のための拠点ERPシステム」

参照）。このサービスは、日系グローバル企業

のアジア拠点を中心に約90カ所の導入実績が

ある。

改革に必要な“チェンジマネジメント”

組織・ルール面では、拠点の部分最適化を

避けるための施策が求められる。具体的には、

グローバルあるいは地域単位で複数拠点間の

調整を担う統括組織を設け、業務とITの両面

から各拠点に対してガバナンスを効かせる必

要があるだろう。

また、こうした改革においては当事者の意

識変革を含めた“チェンジマネジメント”が

重要になる。改革を本格的に推進するために

は、改革の必要性を各部門が理解するだけで

なく、経営層を含めた企業全体のコンセンサ

スを形成することが必要である。その成否は、

いかにして改革プロセスを無理なく設計し、

段階的に改革を進めるかという点にかかって

おり、この観点からも“プラグインポートフ

ォリオ”型のアプローチは有効である。 ■

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.


